
1A01 科学技術振興調整 費 プロバラムオフィ サ 一の役割と課題 

0 高橋 宏，毛利 佳 隼雄，浅川敏郎 ( 科学技術振興機構 ) , 
増子 安 ( 文科 省 ) , 北澤 宏 Ⅰ井村俗 夫 ( 科学技術振興機構 ) 

概要 
科学技術の振興を 目的として、 各省庁には各種の 競争的資金制度があ るが、 科 
学技術振興調整 費は 、 内閣府・総合科学技術会議の 方針に沿って、 文部科学者が 

運用し、 独立行政法人科学技術振興機構 (JST) に事務の一部が 委託されている 競 
争的研究資金であ り、 我が国の科学技術政策において 重要な役割を 果たしている   

一方、 競争的研究資金制度の 透明性の高い 効率的運営を 目的として、 平成 14 年 
度より、 プロバラムオフィサ ー (PO) 制度が導入され、 その活動が開始されている。 
未発表では、 科学技術振興調整 費 PO の役割と課題に 関し、 米国の PO 制度を 
参考にしっ っ 現状と今後の 課題について 報告する。 

(1) はじめに 
科学技術の振興において、 競争的研究資金は、 意欲あ る研究者の優れた 提案に 
基づいて実施される 創造性の高い 研究開発に対して 資金を提供するものであ り、 
欧米諸国においては、 科学技術振興の 最も重要なツールと 位置づけられている。 
我が国の競争的研究資金はその 規模も小さく、 運用面や制度面の 問題から、 ス 

の役割を -i- 二分に発揮するには 至っていないことがかねてより 指摘され、 第 L 期 
科学技術基本計画 ( 平成 13 年度～平成 17 年度 ) には、 その拡充と改革に 取り組 
むべきことが 盛り込まれた。 これを受けて、 総合科学技術会議は、 産学官の有識 
者からなる競争的資金制度改革プロジェクトを 設置し 、 我が国の競争的研究資金 

制度について 総点検を行い、 問題点を洗い 出すとともに、 改革の方向性を 打ち出 
した。 

問題点の一例として、 業績重視の研究計画書審査の 結果、 競争的研究資金の 5 
割 以上が 50 歳代以上の研究代表者に 配分されており、 多くの ノーべ ル貫受賞者 
がその受賞に 係る業績を達成した 30 歳代を中心とする 若手研究者から 多くの チ 
ャシ スを奪っている 可能性があ ること、 また 8 割以上の課題において、 研究者一 
人当たりの配分額が 500 万円未満と少額になっていること、 などがあ げられてい 
る 1)   

(2) 我が国の競争的研究資金及び 科学技術振興調整費の 現状 
我が国の競争的研究資金の 大部分は、 国家により支出されている。 この点、 民 
間の財団も大きい 研究資金を配分できる 英米とは、 著しく異なっている。 
さらに、 その国家の競争的研究資金も 本省の、 しかも複数の 局や課が公募、 選 

定、 研究費配分・ 評価などの業務を 担当しており、 政府機関とはやや 独立した 研 
先賢配分機関 (fundingagency) を持つ欧米諸国とは 大きく異なっている。 例外は、 
戦略的創造研究推進事業を 担当してきた 科学技術振興機構 (JST) や 、 代表的な競 
手酌研究資金であ る科学研究費補助金 ( 科研 費 ) のおよそ半分を 担当している 日 
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も 政策誘導効果が 高いものに活用されるものであ る。 図 1 に科学技術振興調整費 
の予算額の推移 ( 1 7 年度は概算要求額 ) を示すが、 財政事情が厳しい 中、 着実 
な 増加を示しており、 果たすべき役割への 期待の大きさと 責任の重さを 反映して 
いる 2) 。 

(3) 米国の競争的研究資金とプロバラムオフィサ ー (P0) 制度 
米国の研究資金は 基本的に全て 競争的研究資金であ り、 NIH( 国立衛生研究所 
N  ational  Institute  of  H  ealth)  、 N  S 町 全米科学財団 N  ational  Science 
Foundation) 、 D  ARP 州 国防総省国防高等研究計画 局 D  efense  Advanced  R  esearch 
Projects Agency) 、 などの funding agency により扱われ、 かっ約 20 午前に導 
入， た プロバラムナフィサ ー (PO) 制度によりマネジメントが 行われ、 競争的研究 
資金の透明性の 高い効率的運営に 成果をあ げているⅢ。 NIH には約 1100 人、 NSF 
には約 400 人、 DARPA には約 140 人の PO がいる。 
PO の役割は、 競争的研究資金の 研究課題に対し、 評価プロセスの 選択、 評価 
者の選任、 現地調査への 参加、 合議 
審査会議等の 評価プロセスの 計画・ 

図 2. 米国プロバラムオフィ サ 一の権 限の度合 

実行、 どの課題にどの 程度の資金提 低い 高 し   

供 を行 う かの最初の立案、 また実施 血 " DA-RPA 
されている研究開発課題の 進行状況 

DARPA . 課題の策定、 立案、 評価 ( き ￥ 価 基準も含め ) 等を全て自らの 裁量で行 う 。 
の 評価等であ り、 PO のほとんどが、   外部評価ではなく、 内部のミーティンバ ( 内部の専門家 ) によって評価 

自然科学系の 博士号を有しており、 
を 7 〒 ぅ   

  最終的な採否はプロバラムオフィサ ー が行 う 。 

担当研究分野の 知識や研究経験を 持 NsF    外部評価の結果はあ くまで参考として 採択の判断に 活用される。 ち その研究動向についても 熟知し NTH  評価委員会 の優先順位付けが (1 次評価 行われるが、 ) 及び各研究所のカウンシル 1 次評価後に、 プロバラムオフイサーは (2 次評価 ) にて、 各課題 、 
ている。 PO は現役の研究者、 あ るい 科学技術及び 政策的判断から 採択課題候補案を 作成する。 その際、 プロバ 

ラムオフィ サ 一の権 限で、 ボーダーライン 近傍の課題や 政策的に重要と 判 
は 研究者 OB により構成されるが、 断 する課題等については。 評価委員会 (1 次 評価 ) の優先順位を 入れ替える。 

大学の教官はローテーターと 呼ばれ 
る 制度によって 数年間 fundingagency に勤務した後、 再び大学に戻ることが 可 
能 であ り、 大学の教官の 一つのキャリアパスとなっている 4) 。 こうした制度のた 

め、 全ての PO は基本的に常勤であ り、 権 限を有する広範な 業務に従事している 
が 、 PO の役割や権 限は、 fundingagency によって異なっており、 それぞれの 果 
たすべき役割の 違い な 反映しているものと 9 。 われる ( 図 2) 5) 。 
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(4) PD . PO 制度の導入 (PD : プロバラムデイレクタ 一 ) 
我が国における 競争的資金制度改革の 最重要課題として、 独立配分機関への 移 
行 、 PD.PO の設置などに よ る競争的資金制度のマネジメント 体制の確立があ る   

総合科学技術会議は、 第 2 期科学技術基本計画期間中 ( 平成 17 年度まで ) に PD   
PO の配置を最終的に 完了することを 求めている 5) 。 従来の各省庁によるマネジ 
メントは、 本省の人事異動がほぼ 2 年ごとになされ、 か つ 研究 歴 のあ る者が研究 

資金配分の責めにあ たることはまれであ るため、 担当者個人の 努力にも 杓 わらず、 

組織全体としてのマネジメントは 必ずしも十分ではなかった。 欧米諸国では 資金 

配分機関は政府の 予算で運営されては い るが、 行政府からやや 独立した体制をと 

っており、 かつ多数の PD . PO を有しており、 自主的にしかも 一貫したマネジメ 
ントのできる 体制を整えている。 ここで、 マネジメントとは、 研究費の規模、 公 

募 方法、 レフェリー・レビューア 一の選定と評価方法、 情報開示、 配分額と内容 

の決定、 配分後の フ オローアップ、 研究現場の訪問、 中間及び事後評価と 優れた 

研究のその後の 支援などを一貫して 行 う ことであ り、 これらの業務は 研究 歴 のな 

い者が実施するのは、 一般に難しいため、 有能な PO が求められることとなる。 
PD . PO にどのような 人材をあ てることができるかということは、 その制度の 
発展を決める 重要な課題となる。 PD には、 広い視野と先見性を 持った十分な 研 
究歴 のあ る人材が望ましく、 研究資金の全体像を 傭倣 的に把握し、 基本的な方針 
を 決定するとともに、 それぞ 図 3. プロバラムオフィ サ 一の役割 

れの専門分野を 担当する PO   
                                                                            吉 杢           採択決定                   

を 統括することにあ る。 PO 
は、 優れた幅広い 研究業績の 齢國 斡翰 母船 回 
あ る人から、 若い人材まで 幅 

広く構成することが 望ましか   
                                                            担当プロバラムの   方向け   け         とされている 5) 。 こうした 背             III . フ オローア クプとウ携 Ⅰ 珪           

  関係する分野の 研究助向の把握     各研究開発課題の 進捗状況の把 楓 
景 に基づき、 科学技術振興 機   それに基づく 研究計画の変更 竿の 

構 (JST) 、 日本学術振興会 (JS   佃                         縮小・拡大年を 
  プロバラムの 方針を研究コミュニ   終了 課 朗の評価 

PS) 、 新ェネ、 ルギー・産業技術 ティに普及     プロバラムの 成果のとりまとめと 
広報   

総合開発機構 (NEDO) などの   成果を次の政策へ 反映   
  プロバラム全体の 近古の見直し 年 
の 提案   

研究資金配分機関では PD  . P 

0 制度の導入が 鋭意進められている。 図 3 に、 目標とする PO の役割を示す 5) 。 
(5) 科学技術 興 調整 費の P0 ( プロバラムオフィ サ 一 ) の現状 
図 3 に示したのは 一般論としての PO の役割であ り、 図 2 で示したよ う に PO 
の役割と権 限は、 funding  agency  言い換えれば 競争的研究資金の 使命によっ 
て 異なる。 

(2) 節で示したよ う に、 科学技術振興調整 費は 、 総合科学技術会議の 方針に沿っ 
て 活用される政策オリ ェ ンテ ッド な競争的研究資金であ って 、 他の競争的研究 費 

金と、 異なる側面を 有する。 米国の NSF などは、 基礎研究に比重をおいた 研究 
支援を行っており、 専門知識と研究経験を 特徴とする PO が果たすべき 役割は大 
きい。 一方、 政策オリ ェ ンテッドな研究資金の 場合は、 科学的価値 ( サイェン ス 
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メリット ) と 政策目的との 両面から判断し、 かっ両者の調整を 図ることが重要で 

あ り、 そのプロセスは 複雑なものとなる。 しかし、 科学技術は高度に 発達し複雑 

さを増し、 その果たすべき 役割も重要性を 増していることから、 科学技術の研究 
が、 研究者の科学的価値判断と 政策目的との 調和のもとに 進められることは 必須 
要件となりっつあ る。 その意味で、 PD . PO 制度の導入による 科学技術振興調整 
費 マネ 、 ジメントの改革は 、 我が国の競争的研究資金マネジメントシステム 改革の 
先導的位置づけにあ るということができる。 

現在、 科学技術振興調整 費の P0 は 32 人 ( 平成 1 6 年 8 月末現在 ) であ り、 
内 5 人が常勤 (2 人が大学の定年退職教官、 3 人は企業からの 出向者 八 27 人が 、 
大学、 独立行政法人等の 研究機関、 企業の研究者が、 現役の研究活動を 続けなが 
ら兼任で PO 業務を担当する 非常勤であ る。 PO に求められる 要件の 一 っとして、 
現在の最先端の 研究に熟知していることが 求められており、 現役の研究者が 兼任 
で PO 業務を担当することは、 一面理想的であ る。 しかし、 研究業務と PO 業務 
の 兼任という激務を 長期間続けるのは 大変であ るという面に 留意する必要があ 

る。 (4) 節に述べたよ う に、 競争的研究資金マネ 、 ジメントの今後目指すべき 方向 

として、 研究の解る ( 研究 歴 のあ る ) 者による、 2 年毎の交代でない 長期間のマ 
ネジメントがあ げられる。 (3) 節に記した米国のローテーター 制度のように、 現役 
の 研究者が数年間研究を 離れて PO 業務に専念したあ と、 また研究者に 戻るよう 
な制度を日本に 導入する方策、 あ るいは現役の 研究者が PO を長期間兼任するこ 
とを可能にする 方策など、 今後検討すべき 課題は少なくない。 

(6) おわりに 
現在、 科学技術振興調整 費は PD . PO 制度を導入して 2 年目であ り、 従来制度 
との調整を図りつっ 目標とする PD . PO 制度の構築が 進められている。 PO 制度 
は、 研究体制と密接に 関連しており、 我が国に最適な PO 制度は、 米国等の例を 
参考にしっ っ も 、 我が国が独自に 工夫し、 研究体制の改革と 連動して構築して 行 

かなければならない。 

また、 将来学長などに 就任する際に 必要となるマネジメント 経験を積む上で、 

PO を経験することが 研究者のキャリアパスの 一 つ になるよ う 、 制度を構築する 
必要があ る。 
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